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国 は 、 平 成 28 年 7 月 、 シ ェアリング エコ ノミ ー 検 討 会 議 を 設置 し 、 同 年 11 月 に 中 間 
報告 書 を まとめ た 。 ま た 、 規 制 改革 推進 会 議 に お いて も 、 一 般 の ドラ イ バ ー が 利用 客 か 
ら 運 送 対価 を 取っ て 自家 用 車 で 利用 客 を 送迎 する 、 い わ ゆ る ライ ド シ ェ ア の 本 格 導入 に 
向け た 検討 を 進め て いる 。 

ライ ド シ ェ ア は 、 普 通 第 二 種 免 許 や 運行 管理 者 の 配置 も 不要 と され る な ど 、 道 路 運送 
法 で 禁止 され て きた 、 い わ ゆ る 白 タ ク 行 為 を 合法 化す る も の で あり 、 ま た 、 需 給 状況 や 
ドラ イ バ ー に よっ て 運送 対価 が 変動 し 安定 し た サー ビス の 提供 が 困難 で ある こと や 、24 
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車 配車 アプ リ を 運営 する 事業 者 と 登録 する ドラ イ バ ー と の 雇用 関係 の 有無 や 地位 確認 等 
で 集団 訴訟 が 提起 され て いる こと な ど 、 多 く の 間 題 点 が 識者 か ら も 指摘 され て いる 。 
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つ 快 適 ・ 便 利 な 交通 機関 と し て 、 社 会 生活 や 地域 の 経済 活動 を 支え る 重要 な 役割 を 担っ 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 
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【 件 名 】 国 民 健康 保険 制度 の 財源 確保 に 関す る 意見 書 


























型 民 健康 保険 (以下 国保 と いう ) は 皆 保 険 制度 と し て 1961 年 に スタ ー ト し まし た 。 以 来 、 
組合 健保 や 協会 けん ぽ ぼ 等 、 他 の 保険 に 加入 で き な い 全て の 国民 の 健康 を 守る 重要 な 制度 と 
な っ て いま す 。 そ の た め 、 国 保 法 第 1 条 で は 社会 保障 制度 で ある こと も 計っ て いま す 。 
皆 保 険 制度 の た め 、 当 市 の 加入 し て いる 被 保険 者 の 44.5% は 無職 で あり 、 所 得 100 万 円 以 
下 の 世 帯 が 60% を 占め て いま す 。 
この よう に 「 低 所 得 者 」 や 「 高 齢 者 」 が 多い こと か ら 、 広 域 化 だ け で は 解決 で き な い 構造 
的 問題 を 抱 を て いま す 。 そ の た め 、 所 得 に 占め る 国保 税 の 負担 率 は 10.9% と 他 の 保険 制度 
より 重く 、 滞 納 や その た め の 差 押え も 発生 し 、 最 悪 の 事態 で ある 資格 証明 書 に よっ て 、 体 
調 が 悪い に も か か わら ず 受 診 を 控え る 事態 も 生ま れ て いま す 。 
この よう な 事態 を 改善 する よう 国 に お いて は 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 要望 し ます 。 

記 
1 被 保 険 者 の 負担 軽減 を 図る た め 、 国 の 負担 割合 を 増やす こと 。 
2 低 所 得 者 に 対す る 一 層 の 減免 を 図る こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 
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定 の 締結 等 が な され て は きた も の の 、 米 軍 基 地 か ら 
・ 財 産 と 人 権 を 守る た め ( 








に は まだ 人 不 十分 









































米 地位 協定 を 抜本 的 ! 


を 提出 する 。 


こ 見 息 














こ 見 直す 必要 が ある 。 
を 期す よう 強く 要請 する 。 


し する こと 。 











意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 12 月 8 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 財 務 大 臣 、 


【 件 名 】 





生活 保護 は 、 国 
民 に 健康 で 文化 的 な 








民 の 生存 権 と それ を 守る 国 の 責務 を 定め た 憲法 第 2 5 条 に 基づい て 、 国 


総務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 一 億 総 活躍 担当 大 臣 
生活 保護 基準 引き 下げ の 撤回 を 求め る 意見 書 






























































最低 限度 の 生活 を 保障 する た め の 制 度 で す 。 格差 と 貧困 の 拡大 に より 


























この 制度 を 必要 と する 国民 が 増え 続け て いま す 。 


し か し 、2018 全 
護 の 生活 扶助 基 
6 7 % の 生活 保護 ] 
され る 予定 に な っ て いま す 。 


























E 準 額 が 1 8 年 1 0 月 分 か ら 段 階 的 に 削減 きれ 、 最 大 で 5% の 減額 と な り 、 








E 度 予算 案 及 び 国 会 に 提出 予定 の 生活 保護 法 改正 案 に よっ て 、 生 活 保 
























































世帯 の 受給 額 が 減少 し ます 。 ま た 、 母 子 加算 に つい て も 、 平 均 2 割 削減 




















生活 保護 基準 は 、 最 低 賃金 や 地方 税 の 非課税 基準 、 各 種 社会 保険 制度 の 保険 料 や 一 部 負 





担 金 の 減免 基準 、 
利用 し て いな い 市 





























就学 援助 な どの 諸 制 度 と 連動 し て お り 、 低 所 得 者 層 を 中 心 に 生活 保護 を 
民生 活 全 般 に も 多大 な 影響 を 及ぼ すこ と が 懸念 され ます 。 





























今回 の 見 直し は 、 低 所 得 者 の 中 で も 最 下 位 の 所 得 pa a 





し 、 生 活 保護 基 









































: 準 を 第 1 ・ 十 分 位 層 (所 得 階 層 を 1 0 に 分 けた 下位 1 0 % の 階層 ) の 消費 





























水準 に 合わ せる と いう 方 法 で 行わ れ ま し た 。 し か し 、 生 活 保護 を 利用 する 資格 の ある 人 の 








うち 実際 に 利用 


























し て いる 人 が 占め る 割合 (補足 率 ) が 2 割 以 下 と いわ れ て いる 状況 に お い 














て 、 第 1 ・ 十 分 位 層 の 中 に は 、 生 活 保護 基準 以下 の 生活 を し て いる 人 た ち が 極 め て 多数 含 














まれ て いま す 。 こ の 層 を 比較 対象 と すれ ば 、 際 限 な く 基 準 を 引き 下げ 続け る こと に な り 、 




















「 健 康 で 文化 的 な 最低 限度 の 生活 」 の 水準 自体 を 引き 下げ 、 貧 困 の スパ イラ ル を 深め る こ 


と に な りか ね 3 









































ませ ん 。 見 直し 案 を 審議 し た 社会 保障 審議 会 生活 保護 基準 部 会 の 報告 書 で も 、 























検証 結果 を 機械 的 に 当て は め る と 子ども の 健全 育成 の た め の 費 用 が 確保 され な い お そ れ が 


ある こと や 、 


























一 、 生 活 扶 助 基 
化 的 な 最低 
、 子 ども の し 





























一 般 低 所 得 世帯 と の 均衡 の み で 生活 保護 基準 を 捉え て いる と 絶対 的 な 本 来 あ 
る べき 水準 を 割っ て し まう 懸念 が ある こと に 注意 を 促し て いま す 。 

よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、「 健 康 で 文化 的 な 最低 限度 の 生活 」 を 維持 し 、 貧困 
の 連鎖 を 防ぐ た め 、 下 記 の 事項 を 講じ られ る よう 強く 要請 し ます 





























ml 


























記 





: 準 の 引き 下げ を 撤回 する こと 。 最低 生活 費 の 算定 に 当たっ て は 、「 健 康 で 文 


























三 、 生 活 保護 


た ちと 比べ て 4 





問題 や 貧 床 









































四 、 年 金 、 年 金 








り 組 み を 行う こと 。 


以上 、 地 方 E 























生活 」 を 保障 する 額 に する こと 。 

世帯 の 生活 保護 基準 を これ 以上 引き 下げ な いこ と 。 

こ お け る 貧困 の 連鎖 を 解消 し 、 同 世帯 の 子ども た ち が 一 般 世 帯 の 子ども 
詩 段 の 制約 を 受け ず に 育つ こと が で きる よう に する た め に 、 子 ども の 貧困 
連鎖 の 観点 か ら 生 活 保 護 制度 の あり 方 を 検討 する こと 。 

制度 の 最低 補償 機能 を 高め 、 高 齢 者 ・ 障 が い 者 の 貧困 の 問題 に 抜本 的 な 取 
































































































































治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 

















市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 
八幡 平 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 3 月 20 日 





【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 
国土 交通 大 臣 、 規 制 改革 担当 大 臣 

【 件 名 】 ラ イド シェ ア の 導入 に 反対 し 、 安 全 ・ 安 心 な タク シー 事業 を 守る 
施策 推進 を 求め る 意見 書 











政府 は 、 平 成 28 年 7 月 シェ アリ ング エコ ノミ ー 検 討 会 議 を 設置 し 、 同 年 11 月 に 中 間 報 
告 書 を まとめ た 。 そ し て 、 規 制 改革 推進 会 議 に お いて も 、 一 般 の ドラ イ バ ー が 利用 客 か ら 
運送 対価 を 取っ て 、 自 家用 車 で 利用 客 を 送迎 する 、 い わ ゆ る ライ ド シ ェ ア の 本 格 導入 に 向 
けた 検討 を 進め て いる 。 

ライ ド シ ェ ア は 、 普 通 第 二 種 免許 や 運行 管理 者 の 配置 も 不要 と され る な ど 、 道 路 運 送 法 
で 禁止 され て きた 、 い わ ゆ る 自 タク 行為 を 合法 化す る も の で あり 、 ま た 、 和 需給 状況 や ドラ 
イ バ ー に よっ て 運送 対価 が 変動 し 、 安 定 し た サー ビス の 提供 が 困難 で ある こと 、24 時 間 稼 
働 の 保証 が な く 、 特 に 女性 や 高齢 者 の 夜間 利用 が 不便 に な る こと や 、 事 業 主 体 は 一 功 運送 
に か か わる 責任 は 問わ れず 、 紛 争 等 は 当事者 間 で の 解決 と な る こと 。 他国 で は 、 自 動車 配 
車 ア プリ を 運営 する 事業 者 と 、 登 録 す る ドライ バー と の 雇用 関係 の 有無 や 地位 確認 等 で 、 
集団 訴訟 が 提起 され て いる こと な ど 、 多 く の 間 題 点 が 識者 か ら も 指摘 され て いる 。 

この よう に 多く の 問題 点 を 有 し て いる に も か か わら ず 、 ラ イド シェ ア が 無秩序 に 地域 で 
展開 され れ ば 、 結 果 的 に 利用 客 の 安全 ・ 安 心 が 担 介 されない 事態 が 常態 化す る お それ が あ 
り 、 ま た 、 日 本 全国 に 展開 され れ ば 、 国 内 タク シー 事業 ば か り で な く 、 路 面 バ ス や 貨物 、 
鉄道 も 含め た 地域 公共 交通 の 存在 が 危機 に 陥り 、 ひ いて は 地域 経済 に も 深刻 な 影響 を 与え 
か ね な い 。 
特に 、 地 域 交 通 の 大 動脈 と し て 存在 する 鉄道 ・ バ ス に 対し 、 タ クシ ー 産 業 は 、 高 齢 者 や 
障がい 者 等 の 交通 弱者 に と っ て 、 介 護 や 通院 、 買 い 物 な ど 、 地 域 で 日 常 生 活 を 送る た め に 
欠か せな い 、 き め 細 や か な ドア ・ ツ ー・ ド ア の 公共 機関 で ある 。 国民 の 安全 ・ 安 心 か つ 快 
適 ・ 便 利 な 交通 機関 と し て 、 社会 生活 や 地域 の 経済 活動 を 支え る 重要 な 役割 を 担っ て お り 、 
少子 高齢 化 が 一 層 進 む 中 、 地 域 に お ける タク シー 事業 の 重要 性 は 、 今 後 ま すま す 高 まる こ 
と が 予想 され る 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 地 域 の 公共 交通 の 役割 を 担っ て いる タク シー 事業 者 が 、 よ り 安 
全 ・ 安 心 で 快適 か つ 便利 な 交通 機関 と し て 、 利 用 客 に サー ビス を 提供 で きる よう 、 ラ イド 
シェ ア の 導入 は 行わ ず 、 タ クシ ー 事 業 の 適正 化 ・ 活 性 化 の た め の 施策 を 推進 する よう 強く 
要望 する 。 




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 2 月 15 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 
【 件 名 】 ラ イド シェ ア の 導入 に 反対 し 、 安 全 ・ 安 心 な タク シー 事業 を 守る 





国 は 、 平 成 
告 書 を まとめ 



































ら 運 送 対 価 を 取っ て 自家 用 車 で 利 








けた 検討 を 進 
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イイ バー に よっ 
働 の 保証 が な 
関す る 責任 は 
リ を 運営 する 








提起 され て いる こと な ど 、 多 く の 問 題 点 が 識者 か ら も 指摘 され て いま す 。 
に 多く の 問題 点 を 有 し て 


この よう ! 
展開 され れ ば 











も 含め た 地域 公 
ませ ん 。 
特に 、 タ ク 








施策 推進 を 求め る : 














議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 


意見 書 


























28 年 7 月 、 シ ェアリング エコ ノミ ー 検 討 会 議 を 設置 し 、 同 年 11 月 に 中 間 報 





まし た 。 ま た 、 規 制 改 






































革 推 進 会 議 に お いて も 、 一 般 の ドラ イ バ ー が 利用 客 か 


















































め て いま す 。 
ア は 、 普 通 第 二 種 免許 
きた 、 い わい ゆる 白 タ 
























































] 客 を 送迎 する 、 い わ ゆ る ライ ド シ ェ ア の 本 格 導 入 に 向 















































や 運行 管理 者 の 配置 も 不要 と され る な ど 、 道 路 運 送 法 
ク 行 為 を 合法 化す る も の で あり 、 ま た 、 需 給 状況 や ドラ 























て 運送 対価 が 変動 し 、 安 定 し た サー ビス の 提供 が 困難 で ある こと 、24 時 間 稼 














く 、 特 に 女性 や 高齢 者 
問わ れず 、 紛 争 等 は 当 


























の 夜間 利用 が 不便 に な る こと 、 事 業 主体 は 一 切 運 送 に 
事 者 間 で の 解決 と な る こと 、 他 国 で は 自動 車 配車 アプ 
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事業 者 と 登録 する ドラ 
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イ バ ー と の 雇用 関係 の 有無 や 地位 確認 等 で 集団 訴 




































































いる に も か か わら ず 、 ラ イド シェ ア が 無秩序 に 地域 で 





、 結果 的 に 利用 客 の 安全 ・ 安 心 が 担保 され な い 事 態 が 常態 化す る 恐れ が あり 、 




















さ 共 交通 の 存立 が 危機 





シー 事業 は 、 人 














な ど 、 日 常 生 活 を 送る た め に は 欠か 
安全 ・ 安 心 で 快適 ヵ カ SH し て 、 社 会 生活 や 地域 の 経済 活動 を 文 える 重要 な 








役割 を 担っ て 























望 し ます 。 


以上 、 地 方 E 


























また 、 日 本 全国 に 展開 され れ ば 、 国 内 タク シー 事業 ば か り で な く 、 路 線 バ ス や 貨物 、 鉄 道 


こ 陥 り 、 ひ いて は 地域 経済 に も 深刻 な 影響 を 与え か ね 














障がい 者 等 の 交通 弱者 に と っ て 、 介 護 や 通院 、 買 い 物 
せな い ド ア ・ ツ ー・ ド アデ の 公共 交通 機関 で す 。 国 民 の 












































お り 、 少 子 高齢 化 が 一 層 
まる こと が 予想 され ま 
に お いて は 、 地 域 の 公 
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治 法 第 99 条 の 規定 に 























進む 中 、 地 域 に お ける タク シー 事業 の 重要 性 は 、 今 
す 。 
共 交通 の 役割 を 担っ て いる タク シー 事業 者 が 、 よ り 安 
と し て 利用 客 に サー ビス を 提供 で きる よう 、 ラ イド シ 
適正 化 ・ 活 性 化 の た め の 施 策 を 推進 する よう 強く 要 
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より 意見 書 を 提出 し ます 。 

















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
滝 沢 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 3 月 22 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 





【 件 


国土 交通 大 臣 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 (規制 改革 ) 


施策 推進 を 求め る 意見 書 

















地域 の 公共 交通 の 役割 を 担っ て いる タク シー 事業 者 が 、 
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【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 
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政府 は 、 平 成 28 年 7 月 、 シ ェアリング エコ ノミ ー 検 討 会 議 を 設置 し 、 同 年 11 月 に 中 間 
報告 書 を まとめ まし た 。 そ し て 、 規 制 改 革 推 進 会 議 に お いて も 、 一 般 の ドラ イ バ ー が 利用 
客 か ら 運 送 対 価 を 取っ て 自家 用 車 で 利用 客 を 送迎 する 、 い わ ゆ る ライ ド シ ェ ア の 本 格 導入 
に 向け た 検討 を 進め て いま す 。 

ライ ド シ ェ ア は 、 普 通 第 二 種 免許 や 運行 管理 者 の 配置 も 不要 と され る な ど 、 道 路 運 送 法 
で 禁止 され て きた 、 い わ ゆ る 白 タ ク 行 為 を 合法 化す る も の で あり 、 ま た 、 和 需給 状況 や ドラ 
イ バ ー に よっ て 運送 対価 が 変動 し 、 安定 し た サー ビス の 提供 が 困難 で ある こと や 、24 時 間 
0 特に 女性 や 高齢 者 の 夜間 利用 が 不便 に な る こと や 、 事 業 主体 は 一 切 運 

こ か か わる 責任 は 問わ れず 、 紛 争 等 は 当事者 間 で の 解決 と な る こと 、 他 国 で は 自動 車 配 
1 と の 雇用 関係 の 有無 や 地位 確認 等 で 集団 
訴訟 が 提起 され て いる こと な ど 多 く の 問 題 点 が 識者 か ら も 指摘 され て いま す 。 

この よう に 多く の 問題 点 を 有 し て いる に も か か わら ず 、 ラ イド シェ ア が 無秩序 に 地域 で 
展開 され れ ば 、 結 果 的 に 利用 客 の 安全 ・ 安 心 が 担保 され な い 事 態 が 常態 化す る お それ が あ 
り 、 ま た 、 日 本 全国 に 展開 され れ ば 、 国 内 タク シー 事業 ば か り で な く 、 路 面 バ ス や 貨物 、 
鉄道 も 含め た 地域 公共 交通 の 存在 が 危機 に 陥り 、 ひ いて は 地域 経済 に も 深刻 な 影響 を 与え 
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障がい 者 等 の 交通 弱者 に と っ て 、 介 護 や 通院 、 買 い 物 な ど 、 地 域 で 日 常 生活 を 送る た め に 
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便利 な 交通 機関 と し て 、 社 会 生活 や 地域 の 経済 活動 を 支え る 重要 な 役割 を 担っ て お り 、 少 
子 高 齢 化 が 一 層 進 む 中 、 地 域 に お ける タク シー 事業 の 重要 性 は 、 今 後 ま すま す 高 まる こと 
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EL す る 恐れ が あり 、 
線 バ ス や 貨物 、 鉄 首 


a 
態 が 常態 











、 総 務 大 臣 、 


に 中 間 報 
一 般 の ドラ イ バ ー が 利 / 
いわ ゆる ライ ド シ ェ ア ( 無 資格 自 

















i 客 


> 


家 








白 タ ク 」 行為 を 合法 化す る 
E 者 の 配置 も 不要 と され 、 利 用 客 の 安全 ・ 安 心 が 
安定 し た サー ビス の 提 


カカ 
邊 














が 不 









































秩序 









































業者 が 、 
で きる よう 、 


| 


lm 








上 し ます 。 


更 


バラ イス バ 
ます 。 


に 地域 で 


事業 は 、 高 齢 者 や 
常 生活 を 送る た め に 

民 の 安全 ・ 安 心 か つ 快適 ・ 
生活 や 地域 の 経済 活動 を 支え る 重要 な 役割 を 担っ て お り 、 
は 、 今 後 ま すま す 高 まる こと 





少 


より 安 


ライ ド シ ェ 


く 要望 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








住 田 町 





【 議 決 年 月 日 】 平 
【 提 出 先 】 衆 
国 
【 件 。 名 】 ラ 
施 


成 30 年 3 月 9 日 

議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 
土 交通 大 臣 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 (規制 改革 ) 

イド シェ ア の 導入 に 反対 し 、 安 全 ・ 安 心 な タク シー 事業 を 守る 
策 推進 を 求め る 意見 書 





























政府 は 、 平 成 28 年 7 月 、 シ ェアリング エコ ノミ ー 検 討 会 議 を 設置 し 、 同 年 11 月 に 中 間 




















報告 書 を まとめ た 





























。 ま た 、 規 制 改革 推進 会 議 に お いて も 、 一 般 の ドラ イ バ ー が 利用 客 か ら 




















「 価 を 取っ て 
た 検討 を 進め て い 
































自家 用 車 で 利用 客 を 送迎 する 、 い わ ゆ る ライ ド シ ェ ア の 本 格 導 入 に 向け 
る 。 



































ライ ド シ ェ ア は 、 普 通 第 二 種 免許 や 運行 管理 者 の 配置 も 不要 と され る な ど 、 道 路 運 送 法 


で 禁止 され て きた 、 















































いわ ゆる 自 タ 行為 を 合法 化す る も の で ある 。 ま た 、 需給 状 況 や ドラ 

















イ バ ー に よっ て 運 





























送 対価 が 変動 し 安定 し た サー ビス の 提供 が 困難 で ある 。 24 時 間 稼 働 の 保 

















証 が な く 、 特 に 女性 や 高齢 者 の 夜間 利用 が 不便 に な る こと が 人 危 眉 され る 。 事業 主体 は 一 切 
運送 に 関す る 責任 は 問わ れず 、 紛 争 等 は 当事者 間 で の 解決 と な る 。 他 国 で は 自動 車 配車 ア 











プリ を 運営 する 事業 者 と 登録 する ドラ イ バ ー と の 雇用 関係 の 有無 や 地位 確認 等 で 9 


が 提起 され て いる 
と この よう に 多く 
展開 され れ ば 、 結 
また 、 日 本 全国 に 
を 含め た 地域 公共 






































ml 
中 









































田 訴 


Ti 

















こと な ど 、 多 く の 問 題 点 が 識者 か ら も 指摘 され て いる 。 

の 問題 点 を 有 し て いる に も か か わら ず 、 ラ イ ド シ ェ ア が 無秩序 に 地域 で 
条 的 に 利用 客 の 安全 安心 が 担 介 され な い 事 態 が 常態 化す る 迅 れ が ある 。 
展開 され れ ば 、 国 内 タク シー 事業 ば か り で な く 、 路 線 バ ス や 貨物 、 鉄 道 
交通 の 存立 が 危機 に 陥り 、 ひ いて は 地域 経済 に も 深刻 な 影響 を 与え か ね 



































ーー 






































な い 。 














特に 、 地 域 交通 








の 大 動脈 と し て 存在 する 鉄道 や バス に 対し 、 タ クシ ー 事 業 は 、 高 齢 者 や 














ュー 


障がい 者 等 の 交通 
欠か せな いき め 細 





























弱者 に と っ て 、 介 護 や 通院 、 買 い 物 な ど 、 地 域 で 日 常 生活 を 送る た め に 
や か な ドア ・ ツ ー・ ド ア の 公共 交通 機関 で ある 。 国民 の 安全 安心 か つ 快 












































適 ・ 便 利 な 交通 機関 と し て 、 社会 生活 や 地域 の 経済 活動 を 支え る 重要 な 役割 を 担っ て お り 、 




















少子 高齢 化 が 一 層 
と が 予想 され る 。 
よっ て 、 国 に お 























の 導入 は 行わ ず 、 
る 。 























進む 中 、 地 域 に お ける タク シー 事業 の 重要 性 は 、 今 後 ま すま す 高 まる こ 


























いて は 、 地 域 の 公共 交通 の 役割 を 担っ て いる タク シー 事業 者 が 、 よ り 安 


El 








全 安心 で 快適 ・ 便 利 な 交通 機関 と し て 利用 客 に サー ビス を 提供 で きる よう 、 ラ イド シェ ア 

















タク シー 事業 の 適正 化 ・ 活 性 化 の た め の 施 策 を 推進 する よう 強く 要望 す 














以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








山田 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 3 月 12 日 
出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 


【 提 


国土 交通 大 臣 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 (規制 改革 ) 


【 件 


施策 推進 を 求め る 意見 書 


名 】 ラ イド シェ ア の 導入 に 反対 し 、 安 全 ・ 安 心 な タク シー 事業 を 守る 





政府 は 、 平 成 2 8 年 7 月 、 シ ェアリング エコ ノミ ーー 検討 会 議 を 設置 し 、 
間 報 告 書 を まとめ まし た 。 そ し て 、 規 制 改革 推進 会 議 に お いて も 、 一 般 の ドラ イ バ ー が 利 
































用 客 か ら 運 送 対 価 を 取っ て 自家 用 








車 で * 








入 に 向け た 検討 を 進め て いま す 。 














ブイ ドジ アア は 、 1 























『 通 第 二 種 免許 や 運行 管 
























































で 禁止 され て きた 、 い わ ゆ る 白 タ ク 行 為 を 合法 化す る も の で あり 、 














イ バ ー に よっ て 運送 対 1 




















間 稼 働 の 保証 が な く 、 特 に 女性 や 高齢 者 の 夜間 
運送 に か か わる 責任 は 問わ れず 、 紛 争 等 は 当事者 間 で の 解決 と な る こと 、 他 国 で は 自動 車 
配車 アプ リ を 運営 する 事業 者 と 登録 する ドラ イ バ ー と の 雇 


















































j が 変動 し 、 安 定 し た サー ビス の 提供 が 
] 用 が 不 





























関係 

















の 





まだ 、 





有 4 





























同年 1 1 月 に 中 








] 用 客 を 送迎 する 、 い わ ゆ る ライ ド シ ェ ア の 本 格 導 


理 者 の 配置 も 不要 と され る な ど 、 道 路 運送 法 











需給 状況 や ドラ 


困難 で ある こと や 、2 4 時 
更に な る こと や 、 事 業 主体 は 一 切 



































有無 や 地位 確認 等 で 集 


団 訴 訟 が 提起 され て いる こと な ど 、 多 く の 間 題 点 が 識者 か ら も 指摘 され て いま す 。 
この よう に 多く の 間 題 点 を 有 し て いる に も か か わら ず 、 ラ イド シェ ア が 無秩序 に 地域 で 





展開 され れ ば 、 結 果 的 に 利用 客 の 


また 。 
































ませ ん 。 
特に 、 地 域 交 通 の ブ 









































ケー ジム マテ デー 拓 い 


女人 年 女心 























欠か せな いき め 細 か な ドア ・ ツ ー・ ド ア の 公共 交通 機関 で す 。 








便利 な 交通 機関 と し て 、 社 会 生活 
子 高 齢 化 が 一 層 進 む 中 、 地 域 に お ける タク シー 事業 の 旨 





が 予想 され ます 。 





























や 地域 の 経済 活動 を 支え る 重要 


也 域 で 日 





が 担保 され な い 事 態 が 常態 化す 
日 本 全国 に 展開 され れ ば 、 国 内 タク シー 事業 ば か り で な く 、 路 面 バ ス や 貨物 、 鉄 首 
も 含め た 地域 公共 交通 の 存在 が 危機 に 陥り 、 ひ いて は 地域 経済 に も 深刻 な 影響 を 与え か ね 























る お それ が あり 、 





動脈 と し て 存在 する 鉄道 ・ バ ス に 対し 、 タ クシ ー 産 業 は 、 高 齢 者 や 
障がい 者 等 の 交通 弱者 に と っ て 、 介 護 や 通院 、 買 い 物 な ど 、} 











常 生活 を 送る た め に 











民 の 安全 安心 か つの 快適 ・ 


役割 を 担っ て お り 、 少 





























E 要 性 は 、 





後 ま すま す 高 まる こと 





よっ て 、 国 に お いて は 、 地 域 の 公共 交通 の 役割 を 担っ て いる タク シー 











イト 












































業者 が 、 よ り 安 


pi 





全 ・ 安 心 で 快適 か つ 便 利 な 交通 機関 と し て 利用 客 に サー ビス を 提供 で きる よう 、 ラ イド シ 


ェ ア の 導入 は 行わ ず 、 タ クシ ー 事 業 の 適正 化 ・ 活 性 化 の た め の 施 策 を 推進 する よう 強く 要 





望 し ます 。 








以上 、 地 方 自 














ーー 


治 法 第 9 9 条 の 規定 




















基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








普 代 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 12 月 14 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 





私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当り に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 
こと が 、 教 育 諸 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要望 いた し ます 。 
























































































































































過疎 地域 の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こと を 
求め ます 。 
































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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ロロ 
核兵器 禁止 























り 、 核 兵器 の 完全 撤廃 に 
くっ て いま す 。 

今 、 核 兵器 が 再び 
SN B 
約 に 正式 























以上 、 地 方 E 





台 法 第 9 

















条約 を 交渉 する 国連 会 議 は 7 月 7 


























が 禁止 され て いま す 。 第 4 条 で は 、 核 兵器 
向け た 枠組 み が 


使わ れ か ね な い 人 危 2 
本 政府 が すみ や ヵ 
に 参加 する こと を 強く 求め ます 。 





















































明確 に され 、 


Wr 


に 核 兵 








9 条 の 規 




















市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 
普 代 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 29 年 12 月 14 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 
【 件 名 】 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 署名 し 、 国 会 が 批准 する こと を 
求め る 意見 書 























、 核 兵器 禁止 条約 を 国連 加盟 国 の 3 分 の 
~~“ 
pe 





の 戦争 被爆 国 の 日 本 政府 







































































2 に あたる 1 2 2 カ国 の 准 成 で 採択 し まし た 。 こ の 日 
は 核保有 国 と 歩調 を 合わ せ 参 加 し ませ ん で し た 。 

条約 は 、 そ の 前 文 で 核兵器 の 非 人 道 性 を 厳し く 告 発し 、 国 連 憲 章 、 国 際 法 、 国 際 人 道 法 
に し て 。 その 人 作 る 朋 Ie2NG い ます さら に 、 広 島 と 長崎 の 被爆 者 に 言及 し 核 
兵器 廃絶 の 必要 性 を 明確 に し まし た 。 

条文 第 1 条 で は 、 核 兵器 の 法 的 禁止 の 内 容 を 定め 、 加 盟 国 に 核兵器 の 「 開 発 、 実 験 、 生 
産 、 製 造 、 取 得 、 保 有 、 貯 蔵 」 な どの 禁止 を 義務 づけ 、 さ ら に 「 使 用 、 使 用 の 威 中 」 な ど 























民 や 核 の 傘 の 下 に いる 国々 が 参加 する 余地 を つ 











核保有 国 が 条約 に 参加 する 道 を つ 








兵器 の 悲惨 さ を 知 る 中 
、 国 会 で の 批准 を 経て 条 





























出し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








普 代 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 30 年 3 月 14 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 国 土 交 通 大 臣 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 

【 件 名 】 ラ イド シェ ア の 導入 を 慎重 に 審議 し 、 安 全 ・ 安 心 な タク シー 事業 の 
推進 を 求め る 意見 書 









































国 は 平成 28 年 7 月 、 シ ェアリング エコ ノミ ー 検 討 会 議 を 設置 し 、 同 年 11 月 に 中 間 報 告 
を まとめ まし た 。 ま た 、 規 制 改革 推進 会 議 で も 、 一 般 の ドラ イ バ ー が 利用 客 か ら 運 送 対 
j を 取っ て 自家 用 車 で 利用 客 を 送迎 する 、 い わ ゆ る 「 ラ イド シェ ア 」 の 本 格 導 入 に 向け た 
検討 を 進め て いま す 。 

ライ ド シ ェ ア は 、 普 通 第 二 種 免許 や 運行 管理 者 の 配置 も 不要 と され る な ど 、 道 路 運送 法 
で 禁止 され て きた 、 い わ ゆ る 白 タ ク 行 為 を 合法 化す る も の で あり 、 ま た 、 和 需給 状況 や ドラ 
イ バ ー に よっ て 運送 対価 が 変動 し 安定 し た サー ビス の 提供 が 困難 で ある こと や 、 24 時 間 稼 
働 の 保証 が な く 、 女 性 ・ 高 齢 者 の 夜間 利用 が 不便 に な る こと 、 ド ライ バー と 利用 客間 で の 
紛争 解決 と な る こと な ど 、 多 く の 問 題 点 が 識者 か ら 指 摘 さ れ て いま す 。 

この よう に 問題 の ある 、 ラ イド シェ アガ が 日 本 全国 に 進出 すれ ば 、 国 内 タク シー 事業 の 産 
業 基盤 が 奪わ れる ば か り で な く 、 路 線 バ ス や 貨物 、 鉄 道 を 含め た 地域 公共 交通 の 存立 が 危 
機 に 陥る こと も 考え られ ます 。 
タク シー は 、 介 護 や 通院 、 買 い 物 な どの 際 、 ま た 、 高 齢 者 や 障がい を 持つ 人 の な どの 交 
弱者 に と っ て 、 日 常 生 活 を 送る た め に は 欠か せな い 交 通 機関 で す 。 こ の よう に 国民 に と 

て も 安全 ・ 安 心 か つ 快適 ・ 便 利 な 交通 機関 と し て 、 社 会 生活 や 地域 の 経済 活動 を 支え る 
重要 な 役割 を 担っ て お り 、 少 子 高齢 化 が 一 層 進 む 中 、 地 域 に お ける きめ 細か な タク シー 事 
業 の 重要 性 は 今後 ます ます 高まる こと が 予想 され ます 。 

よっ て 国 に お いて は 、 ラ イド シェ ア の 導入 に つい て 慎重 に 審議 し 、 地 域 の 公共 交通 の 役 
割 を 担っ て いる タク シー 事業 者 が 、 よ り 快 適 ・ 便 利 な 交通 機関 と し て 利用 客 に サー ビス を 
提供 で きる よう 、 安 全 ・ 安 心 な タク シー 事業 の 推進 を 求め ます 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し 3 














す 。 


Fk 

















16 








市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








軽米 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 3 月 9 日 


【 提 


【 件 


政府 は 、 平 成 28 年 7 月 




















報告 書 を ま と 


客 か ら 運 送 対 価 を 取っ て 自家 用 


出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 


国土 交通 大 臣 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 (規制 改革 担当 大 臣 ) 


施策 推進 を 求め る 意見 書 














に シェ アリ ング エコ ノミ 


名 】 ラ イド シェ ア の 導入 に 反対 し 、 安 全 ・ 安 心 な タク シー 事業 を 守る 




















め ま し た 。 そ し て 、 規 制 改革 大 









































に 向け た 検討 を 進め て いま す 。 


ライ ド シ ェ 
で 禁止 され て 


イ バ ー に よっ て 運送 対 1 
な く 、 特 に 女性 や 高齢 者 の 夜間 利 / 


稼動 の 保証 が 




































































ア は 、 普 通 第 二 種 免 許 や 運行 管 電 
きた 、 い わ ゆ る 白 タ ク 行 為 を 合法 

































































車 ア プリ を 運営 する 事業 者 と 登録 する ドラ イ バ ー と の 雇 




































































検討 会 議 を 設置 し 、 同 年 11 月 、 
E 進 会 議 に お いて も 、 一 般 の ドラ イ バ ー が 利用 
車 で 利用 客 を 送迎 すか る 、 い わ ゆ る ライ ド シ ェ ア の 本 格 導入 











間 


























# 者 の 配置 も 不要 と され る な ど 、 道 路 運 送 法 
し する も の で あり 、 ま た 、 和 需給 状況 や ドラ 
j が 変動 し 、 安定 し た サー ビス の 提供 が 困難 で ある こと や 、24 時 間 
] が 不便 に な る こと や 、 事 業 主体 は 一 切 運 
送 に か か わる 責任 は 問わ れず 、 紛 争 等 は 当事者 間 で の 解決 と な る こと 、 他 国 で は 自動 車 配 










































































関係 の 有無 








や 地位 確認 等 で 集団 





























訴訟 が 提起 され て いる こと な ど 、 多 く の 問 題 点 が 識者 か ら も 指摘 され て いる と ころ で す 。 


この よう に 多く の 間 題 点 を 有 し て いる に も か か わら ず 、 ラ イ 
が 担保 され な い 事 態 が 常態 化す る お それ が あ 





展開 され れ ば 
日 本 全国 に 


り 、 ま た 、 








> > 








、 結 果 的 に 利用 客 の 安全 ・ 





























女心 
展開 され れ ば 、 国 内 タク シー 事業 ば か り で な く 、 路 夫 

















ド シ ェ ア が 無秩序 に 地域 で 


























バス や 貨物 、 


鉄道 も 含め た 地域 公共 交通 の 存在 が 危機 に 陥り 、 ひ いて は 地域 経済 に も 深刻 な 影響 を 与え 





か ね ませ ん 。 





特に 、 地 域 交 通 の フ 












































欠か せな いき 
便利 な 交通 機 


子 高齢 化 が 一 層 進 む 中 、 地 域 に お ける タク シー 事業 の 重要 性 は 、 





め 細 か な ドア ・ ツ ー・ ド ア の 公共 


動脈 と し て 存在 する 鉄道 ・ 
障がい 者 等 の 交通 弱者 に と っ て 、 介 護 や 通院 、 














交通 機関 で す 。 



































バス に 対し 、 タ クシ ー 事 業 は 、 高 齢 者 や 
買い 物 な ど 、} 














包 域 で 日 常 生活 を 送る た め に 
国民 の 安全 ・ 安 心 か つ 快適 ・ 


























関 と し て 、 和 社会 生活 や 地域 の 経済 活動 を 支え る 重要 な 役割 を 担っ て お り 、 少 








が 予想 され ます 。 





て, 


イト 

















ェ ア の 導入 は 行わ ず 、 タ クシ ー ヨ 





望 し ます 。 


以上 、 地 方 自 




































































国 に お いて は 、 地 域 の 公共 交通 の 役割 を 担っ て いる タク シー 
全 ・ 安 心 で 快適 か つ 便 利 な 交通 機関 と し て 利用 客 に サー ビス を 提供 で きる よう 、 ラ イド シ 
ほ 業 の 適正 化 ・ 活 性 化 の た め の 施 策 を 推進 する よう 強く 要 











に 








今後 ます ます 高まる こと 





業者 が 、 よ り 安 


El 


dn 




















治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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意見 書 の 内 容 








野 田 村 





ER 
出 先 】 衆 衆 議院 議長 、 参 参議 院 


【 提 


文部 科学 大 臣 


【 件 


学校 現場 に お ける 課 





名 】 教 職員 定数 の 


題 が 複雑 化 ・ 














た め に は 、 教 材 # 
教職 





=! 


員 


定数 改善 な どの 施策 が 最 


究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 








議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 


総務 大 臣 、 


改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 


困難 化す る 中 で 子ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する 




















=! 








発 研 究 月 














し て いる 可能 性 
ち を 
必要 で あり 、 そ の た め 


義務 教育 



































の 教職 員 の 働き 方 ・ 


E が 極め て 高い こ 





必要 課題 と な っ て いま 
労働 時 間 に 関 する 報告 書 に 
間 外 労働 が 80 時 間 (過労 死 ラ イン 相当 ) と な っ て 

と な ど が 明らか ! 











育む 学校 現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 



































費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 「 三 位 一 




















3 分 の 1 



























































に 引き 下げ られ 
自 財 源 に よる 定数 措置 が 行わ れ て いま す が 、 








E し た 。 い くつ か の 自治 


す 。 
まる 








\ る こと 、 
(に な り ま し た 。 











明 








に 教職 員 定 数 改善 も 欠か せま せん 。 





(公益 財 














本 改革 」 の 








で 攻 

















盾 























日 の 





庫 








助 き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 基 









































地方 E 









































本 に お いて は 、 厳 











に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 そ の た め に 
法人 ) 連 
7 <8 割 の 教員 が 月 
1 割 が すでに 精 1 
日 本 を 担う 子ども た 


合 総合 生活 開 
の 時 
疾患 に 衛 患 












































目 








が 








負担 率 が 2 分 の 1 か ら 
し い 財 政 状 況 の 中 、 独 
治 体 の 財政 を 圧迫 し て いま す 。 国 の 施 
























































策 と し て 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け ら 
れる こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 ゆ た か な こども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 
で すず 。 
よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 ei 地方 自治 
体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に する た め 下記 の 措置 を 講じ られ る 
よう 強く 要請 し ます 。 
記 
1. 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 








割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 

















以上 、 地 方 E 











治 法 第 99 条 の 規定 に 




















より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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野 田 村 


区 、 


[i 


【 提 出 先 】 衆 


【 件 


衆 』 議院 議長 
外務 大 臣 


名 】 日 本 政府 に 対し 、 核 兵器 禁止 


議決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 16 日 
参議 院 


ヽ 参議 院 


議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 


努力 する よう 求め る 意見 書 

















今年 3 月 
が る 、 
115 か 国 
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筋 (6 月 15 
め る ) を 決め ま 


ー ュ 

















し か し 、 
の 交渉 に 参加 し 








「 核 兵器 の な い 
日 本 政府 は 、 








民 社 会 か ら 歓 迎 の 


世界 で 唯一 の 被爆 国 





か ら 31 

















ら 7 月 7 日 
し た 。 5 月 22 























ませ ん で し た 。 

















で あり な が ら 、 核 

















世界 」 





を 求め る 葉 
































ヽ 再 へ の 
連 会 議 (第 2 














会 期 ) ( 














以上 、 地 方 E 











治 法 第 99 条 の 規 


定 【 





F 秋 の 葉 





民 ・ 被 爆 者 の 願い 
こう し た 態度 を 改め 、6 月 








日 まで 国連 本 部 で 核兵器 禁止 条約 の 国連 
核兵器 を 禁止 する 法 的 拘束 力 の ある 協定 に つ 
以上 の 参加 で 開か れ 、 今 人 
日 か 


























こ は 、 同 条 



































有 医 











に 











条約 の 国連 会 議 に 


が 参加 し て いな いこ 


、 総 務 大 臣 、 


参加 し 、 条 約 実現 に 真剣 に 

















会 議 (核兵器 廃絶 に つ な 


所 

















いて 交渉 する 国連 会 議 ) の 第 1 会 期 が 
連 総 会 に 向け て 核 兵 
MN 
条約 の 草案 が 公 
RN 
日 本 政府 は アメ リカ な ど 核 保有 医 





ミ 器 禁止 条約 を 実現 させ る 道 








表 さ れ 、 被 爆 者 や 被爆 地 自 治 体 』 


























と を 理 














に し て 国連 会 議 





追随 し て 国連 会 議 に 参加 し な いこ と は 
に も 、 








世界 世論 





こも 反する も の で す 。 














15 日 か ら 





























還 連 本 部 で 開か れる 核兵器 禁止 条約 の 


こ 参 加 し 、 条 約 実 現に 真剣 に 努力 する よう 求め る も の で す 。 











こよ り 意 見 書 を 提 





出し ます 。 





19 
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野 田 村 





【 議 決 年 月 日 】 


【 提 出 先 】 




















日 本 大 岩 災 か ら 6 和 


平成 29 年 6 月 16 日 

衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 
財務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 

国民 の 権利 と 安心 ・ 
意見 書 


安全 を まもる 公務 ・ 














、 公 務 ・ 公 共 サ ービス の 重要 必 
2 。 


に 向け て 全力 で 上 
れ 
民 の 安 




















し 、 公 務 員 の 肖 
間 委 託 化 な ど を 推進 し て きま 
E 2 % 以上 、5 年 間 で 10% 以 上 の 正規 職員 の 定数 削減 を 現在 も 進め て 








まし た 。 そ の よう な 復 1 
人 造 改革 」 路 線 の 











E が 経過 する 中 で 、 公 務 労 働 者 は 国 ・ 地 方 を 分 か た ず 、 復 興 の 実現 
興 の 活動 は 報道 で も 取り 上 げ ら 
題 点 が 指摘 され る と と も に 、 国 
































器 方 
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も し だ 。 


[=| 


具 ・* 















































公 的 部 門 職 員 の 人 件 費 で ある か の よう に 主張 
、 中 央 省庁 再編 、 地 方 出先 機関 の 統廃合 や 民営 化 ・ 民 























さら に 政府 は 、 
お り 、 そ の か わり に 非常 勤 職員 が 多く 採用 され て いま す 。 
憲法 は 国民 の 基本 

司 の 機関 が 設置 され て お り 、 こ の 機関 の 縮小 や 統廃合 、 公 務 員 削減 は 、 国 
る も の で す 。 

また 、 地 方 創 4 


られ て いま す が 、 財 源 を 伴わ 
さら に 政府 は 、 国 の 役割 を 地方 自 
こと か ら 住 民 の 暮らし と 命 を 守る た め に 、 
























































治 体 に 丸 投げ する 道 州 制 3 











公共 サー ビス の 拡充 を 求め る 























を 確保 する た め に は 、 国 と 地方 の 共同 に よる 責任 と 役割 の 発揮 が 
重要 で ある こと が 改め て 明らか に な り 
よ は 、 財 政 赤字 の 原 
| 減 を 進め る と 



































り 人 権 を 保障 する 上 で 、 国 に その 責務 が ある こと を 定め 、 そ の た め に 
の 役割 を 放棄 す 











型 が 果たす べき 業務 の 地方 自治 体 へ の 移管 が 進め 
な い 権 限 移譲 は 地方 自治 体 に と っ て 重い 負担 と な っ て いま す 。 















































行 財政 ・ 司 法 の 拡充 が 求め られ て お り 、 そ の こと は 、 住 民 の 安心 ・ 安 全 を 


つき ま 
に より 意見 


1 . 































































































を 提出 し ま 


憲法 に も と づ 











し て は 、 下 記 項 目 に つい て 早急 に 策 を 講じ し られ る よう 、 地 方 自治 





E で 検討 し て いま す 。 こ れ ら の 
国 の 出先 機関 の 予算 ・ 人 員 体 制 を 強化 する な ど 








広げ る こよ に 上 


治 体 財 政 の 充実 を は か る 上 で も 急務 の 課題 と な っ て いま す 。 








た 第 99 条 の 規定 














記 














計 民 の 暮らし と 合 、 安 心 ・ 安 全 を まもる た め に 、 国 の 機関 に か か 


わる 人 人員 体制 ・ 予 算 を 充実 させ る こと 。「 総 定員 法 」 は 廃止 し 、「 5 年間 で 10% 以 上 」 を 


Na 
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る 国家 公務 


に た 


E め られ た 国 の 責任 を 放棄 し て 、 地 方 自治 体 に 国 の 役割 を 丸 投げ する 道 州 制 
を 導入 し な いこ と 。 














員 の 「 定 数 削減 計画 」 は 中 止 す る 
全国 一 律 の 行政 サー ビス を 提供 する うえ で 、 国 の 出先 機関 が 必要 不可 欠 で ある こと 
E え 、 廃 此 ・ 縮 小 ・ 移 譲 な ど を 実施 し な いこ と 。 
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野 田 村 





分 の 2 に あたる 122 ヵ国 の 賛成 で 採択 され 、 人 類 史 上 初め て 「 核 兵器 の な い 世 界 」 へ の 歴 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 14 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 

【 件 名 】 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 署名 し 、 国 会 が 承認 する こと を 
求め る 意見 書 











核兵器 禁止 条約 を 交渉 する 国連 会 議 は 本 年 7 月 7 日 、 核 兵器 禁止 条約 を 国連 加盟 国 の 3 










































































史 的 一 歩 を 踏み 出し まし た 。 核 兵器 が 再び 使わ れ か ね な い 危 うい 状態 が 続い て いる 今 だ か 
ら こ そ 、 核 兵器 の 悲惨 さ を 知る 唯一 の 国 の 政府 と し て 、 贅 名 が 開始 され る 9 月 20 日 以降 い 
ち 早 く 調 印 し 、 国 会 で の 承認 を 経て 条約 に 正式 に 参加 する こと を 強く 求め ます 。 
核兵器 禁止 条約 は 、 そ の 前 文 で 核兵器 の 非 人 道 性 を 厳し く 告発 し 、 国 連 二 章 、 国 際 法 、 
型 際 人 道 法 に 照ら し て 、 そ の 違法 性 が 明確 に 述べ られ て いま す 。 さら に 「 述 兵器 使用 の 被 
害 者 (HTBAKUSHA) 及び 核 実験 の 被害 者 に も た ら さ れ た 容認 し が た い 苦 難 と 損害 に 留意 し 」 
と 、 広 島 と 長崎 に 被爆 者 に 言及 し 核兵器 廃絶 の 必要 性 を 明確 に しま し た 。 

し か し 、 この 会 議 に 、 唯一 の 戦争 被爆 国 の 日 本 政府 は 核保有 国 と 歩調 を 合わ せ 参 加 せ ず 、 
国 の 広島 ・ 長 崎 の 被爆 者 は 、 恥 ず か し く 、 悲 し く 、 怒 り を も っ て 迎え まし た 。 
条文 第 1 条 で は 、 核 兵器 の 法 的 禁止 の 内 容 を 定め 、 加 盟 国 に 核兵器 の 「 開 発 、 実 験 、 製 
造 、 取 得 、 保 有 、 貯 蔵 」 な どの 禁止 を 義務 づけ 、 さ ら に 「 使 用 、 使 用 の 威 中 」 な ど が 禁止 
され て いま す 。 
また 、 第 4 条 で は 、 核 兵器 国 や 核 の 傘 の 下 に いる 国々 が 参加 する 余地 を つく り 、 核 兵器 
の 完全 廃絶 に 向け た 枠組 み が 明 確 に され 、 核 保有 国 が 条約 に 参加 する 道 を 作り まし た 。 
いま こそ 、 核 兵器 の 悲惨 な 体験 を 持っ た 日 本 が 条約 締結 に 先頭 に 立つ べき で あり ます 。 
よっ て 国 及 び 関 係 機関 が 、 次 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 し ます 。 

記 
1. 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 署名 する こと 。 
2. 衆議院 ・ 参 議院 の 両院 で すみ や か に 核兵器 禁止 条約 を 承認 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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野 田 村 





【 議 決 年 月 日 】 
【 提 出 先 】 


平成 29 年 9 月 14 日 
衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


農林 水産 大 臣 、 環 境 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 


【 件 名 


| 





全国 森林 環境 税 の 創設 に 関す る 意見 書 




















我が国 の 地球 温暖 化 策 に つい て は 、2020 年 度 及び 2020 年 以降 の 温室 効果 ガス 削減 目標 

















が 国際 的 に 約束 され て いる が 、 そ の 達 














可 欠 と な っ て いる 。 


し か し な が ら 、 森 林 が 多く 所 在 する 
業 従事 者 の 高齢 化 ・ 後 継 者 不足 に 加え 、 急 速 な 人 
























































な っ て 実施 する 森林 整備 等 に 


町 村 が 、 森 林 吸 収 源 対策 及び 担い 手 の 育 成 等 山村 対策 に ヨ 
安定 的 な 財源 が 大 幅 に 不足 し て いる 。 

この よう な 中 、 政 府 ・ 与 党 は 「 平 成 29 年 度 税制 改正 大 綱 」【 
必要 な 財源 に 充て る た め 、 個 人 住 












































を 含め 都市 ・ 地 方 を 通じ て 











民 に 等 し 























の 創設 に 向け て 、 地 方 公共 団 




































































成 の た め に は 、 と り わ け 和 森林 吸収 源 対策 の 推進 が 不 











山村 地域 の 市 町 村 に お いて は 、 木 材 価格 の 低迷 や 林 
減少 な ど 、 茂 し い 情 勢 に ある ほか 、 市 








EE 体 的 に 取り 組む た め の 恒 和久 的 ・ 





こ お い て 、「 市 町 村 が 主体 と 
民 税 均等 割 の 枠組 み の 活用 











く 負 担 を 求め る こと を 基本 と する 森林 環境 税 (仮称 ) 
体 の 意見 を 踏ま ほそ な が ら 、 具 体 所 
に 検討 し 、 平 成 30 年 度 税制 改正 に お いて 結論 を 得る 」 と の 方 針 を 示し た と ころ で ある 。 


な 仕組 み 等 に つい て 総合 的 








も と より 、 山 村 地 域 の 市 町 村 に よる 森林 吸収 源 対策 の 推進 や 安定 し た 雇用 の 場 の 確保 等 
の 取組 み は 、 地 球 温暖 化 防止 の みな ら ず 、 国 土 の 保 全 や 地方 角 生 等 に も つなが る も の で あ 














り 、 そ の た め の 市 町 村 の 財源 


















































の 強化 は 喫緊 の 課題 で ある 。 


よっ て 、 下 記 の 制度 創設 に つい て 実現 を 強く 求め る も の で ある 。 

















な 財源 に 充て る た め 、 個 人 人 














平成 29 年 度 税制 改正 大 綱 


記 











こ お い て 、「 市 町 村 が 主体 と な っ て 実施 する 森林 整備 等 に 必要 
民 税 均等 割 の 枠組 み の 活 用 を 含め 都市 ・ 地 方 を 通し て 国民 に 






































等 し く 負担 を 求め る こと を 基本 と する 森林 環境 税 (仮称 ) の 創設 」 に 関し 、「 平 成 30 年 度 
税制 改正 に お いて 結論 を 得る 」 と 明記 され た こと か ら 、 森 林 ・ 林 業 ・ 山 村 対 策 の 抜本 的 強 



























































化 を は か る た め の 全 国 森林 環境 税 の 早期 導入 を 強く 求め る 。 




















以上 、 地 方 E 


























治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








野 田 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 14 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 








私 立 学 校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私 立 学 校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低 
いこ と が 、 教 育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 
こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と と 






































































































































も に 、 和 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充 
実 が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要望 いた し ます 。 

過疎 地域 の 私 立 学校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 求め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こと を 
求め ます 。 











以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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野 田 村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 3 月 16 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 
国土 交通 大 臣 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 (規制 改革 担当 大 臣 ) 
【 件 名 】 ラ イド シェ ア の 導入 に 反対 し 、 安 全 ・ 安 心 な タク シー 事業 を 守る 


施策 推進 を 求め る 意見 書 の 提出 に つい て 














政府 は 、 平 成 28 年 7 月 、 シ ェアリング エコ ノミ 

















告 書 を まとめ まし た 。 そ し て 、 規 制 政 
か ら 運 送 対 価 を 取っ て 自家 用 車 で 利用 


































































































向け た 検討 を 進め て いま す 。 
ライ ド シ ェ ア は 、 普 通 第 二 種 免 許 や 
で 禁止 され た 、 い わ ゆ る 白 タ ク 行 為 を 












































の 保証 が な く 、 特 に 女性 や 高齢 者 の 夜 























プリ を 運営 する 事業 者 と 登録 する ドラ 





この よう 
展開 され れ ば 、 結果 的 に 利用 客 の 安全 


ーー 

































































特に 、 地 域 交 通 の 











NL 









































が 予想 され ます 。 








検討 会 議 を 設置 し 同 


革 推 進 会 議 に お いて も 、 一 般 の ドラ イ バ ー が 利用 客 








F 11 























| に 中 間 報 


客 を 送迎 する 、 い わ ゆ る ライ ド シ ェ ア の 本 格 導入 に 















































木 














運行 管理 者 の 配置 も 不要 と され る な ど 、 道 路 : 
合法 化す る も の で あり 、3 
ー に よっ て 運送 対価 が 変動 し 、 安定 し た サー ビス の 提供 が 





また 、 和 需給 状況 や ド 
難 で ある こと や 、24 時 
間 利 用 が 不便 に な る こと や 、 事 業 ヨ 
か か わる 責任 は 問わ れず 、 紛 争 等 は 当事者 間 で の 解決 と な る こと 、 他 馬 





























・ 安 心 が 担 介さ れ な い 
また 、 日 本 全国 に 展開 され れ ば 、 国 内 タク シー 事業 ば か り で な く 、 路 症 
も 含め た 地域 公共 交通 の 存在 が 危機 に 陥り 、 ひ いて は 地域 経済 に も 深刻 な 影響 を 与え か ね 



























































E 要 性 は 、 














事 : 音 











II 











事態 が 





















































人 へ 
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ほす 。 
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よっ て 、 国 に お いて は 、 地 域 の 公共 交通 機関 の 役割 を 担っ て いる タク シー 事業 者 が 、 




















り 安 全 ・ 安 心 で 快適 か つ 便利 な 交通 機 















































軍 送 法 
ライ バ 
間 稼働 
E 体 は 一 切 運送 に 
国 で は 自動 車 配 1 
イ バ ー と の 雇用 関係 の 有無 や 地位 確認 等 で 
が 提起 され て いる こと な ど 、 多 く の 問 題 点 が 識者 か ら も 指摘 され て い 
こ 、 多 く の 問 題 点 を 有 し て いる に も 関わ ら ず 、 ラ イド シェ ア が 無 秩 護 に 地域 で 
常態 化す る 恐れ が あり 、 
バス や 貨物 、 鉄 道 


| 


動脈 と し て 存在 する 鉄道 ・ バ ス に 対し 、 タ クシ ー 産 業 は 高齢 者 や 障 
が い 者 等 の 交通 弱者 に と っ て 、 介 護 や 通院 、 買 い 物 な ど 、 地 域 で 
か せな いき め 細 や か な ドア ・ ツ ー・ ド ア の 公共 交通 機関 で す 。 国 
便利 な 交通 機関 と し て 、 社 会 生活 や 地域 の 経済 活動 を 支え る 
子 高齢 化 が 一 層 進 む 中 、 地 域 に お ける タク シー 事業 の 旭 


日 常 生 活 を 送る た め に 欠 
民 の 安全 安心 か つ 快 適 ・ 
な 役割 を 担っ て お り 、 少 
後 ま すま す 高まる こと 


出 


関 と し て 利用 客 に サー ビス を 提供 で きる よう 、 ラ イ 


ド シ ェ ア の 導入 は 行わ ず 、 タ クシ ー 事 業 の 適正 化 ・ 活 性 化 の た め の 施策 を 推進 する よう 強 


く 要 望 し ます 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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洋 野 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 3 月 9 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 
































議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 
国土 交通 大 臣 、 規 制 改革 担当 大 臣 
【 件 名 】 ラ イド シェ ア の 導入 に 反対 し 、 安 全 ・ 安 心 な タク シー 事業 を 守る 
施策 推進 を 求め る 意見 書 


国 は 、 平 成 28 年 7 月 、 シ ェアリング エコ ノミ 








利用 客 か ら 運 送 対価 を 取っ て 自家 





] 車 で 利用 











に 向け た 検討 を 進め て いる 。 
ライ ド シ ェ ア は 、 普 通 第 二 種 免許 






































で 禁止 され て きた 、 








\ わ ゆる 白 タ ク 行 為 を 合 














や 運行 管 




















し 
イ バ ー に よっ て 運送 対価 が 変動 し 安定 

















一 切 運 送 に 関す る 責任 は 問わ れず 、 紛 争 等 は 






























































展開 され れ ば 、 結 果 的 に 利用 客 の 安全 安心 


nn 
この よう に 多く の 問題 点 を 有 し て いる に も か か わら ず 、 ラ イド シェ ア が 無秩序 に 地域 で 
が 担保 され な い 事 態 が 常態 化す る 恐れ が あり 、 

また 、 国 内 タク シー 事業 ば か り で な く 、 路 線 バ ス や 貨物 、 鉄 道 を 含め た 地域 公共 交通 の 存 


立 が 危機 に 陥り 9、 ひ いて は 地域 経済 に も 深刻 





























障がい 者 等 の 交通 弱者 に と っ て 、 介 
欠か せな いき め 細 か な ドア ・ ツ ー・ 









































検討 会 議 を 設置 し 、 一 般 の ドラ イ バ ー が 
客 を 送迎 する 、 


いわ ゆる ライ ド シ ェ ア の 導入 




















理 者 の 配置 も 不要 と され る な ど 、 道 路 運送 法 





法 化す る も の で あり 、 ま た 、 和 需給 状況 や ドラ 








な 影響 を 与え か ね な い 。 
特に 、 地 域 交 通 の 大 動脈 と し て 存在 する 鉄道 や バス に 対し 、 タ クシ ー 事 業 は 、 高 齢 者 や 
護 や 通院 、 





買い 物 な ど 、 








ドア の 公共 


























し た サー ビス の 提供 が 困難 で ある こと や 、 事 業 主体 
当事者 間 で の 解決 と な る こと な ど 、 多 く の 
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地域 で 日 常 生活 を 送る た め に 














交通 機関 で ある 。 国民 の 安全 安心 か つ 快 適 ・ 




















便利 な 交通 機関 と し て 、 社 会 a を 担っ て お り 、 地 
お いて も 高まる こと が 予想 され る 。 


域 に お ける タク シー 事業 の 重要 性 ( 








DN Mer Re 
全 安 心 で 快適 ・ 便 利 な 交通 機関 と し て 利用 客 に サー 












































の 導入 は 行わ ず 、 タ クシ ー 事 業 の 適 
る 。 














上 記 の と お り 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 ( 














、 今 後に お 








こ 基 づき 意見 書 























旦 っ て いる タク シー 事業 者 が 、 よ り 安 
ビス を 提供 で きる よう 、 ラ イド シェ ア 
正 化 ・ 活 性 化 の た め の 施 策 を 推進 する よう 強く 要望 す 











を 提出 する 。 





25 





